
 

 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴う川内原子力発電所耐震安全性評価結果報告書の概要 

１．はじめに 
・平成18年９月20日付けで原子力安全・保安院より、改訂された「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（以下「新耐震指針」という。）に照らした耐震安全性の評価を実施するよう求める文書が出され、当社は

耐震安全性評価を行ってきました。 

・その後、平成19年７月には新潟県中越沖地震があり、経済産業大臣より、新潟県中越沖地震から得られる知見を耐震安全性の評価に適切に反映し早期に評価を完了する旨の指示があるとともに、原子力安全・保安院より、

平成19年12月27日に新潟県中越沖地震を踏まえた耐震安全性評価に反映すべき事項（中間取りまとめ）及び、平成20年９月４日に新潟県中越沖地震を踏まえた耐震安全性評価に反映すべき事項の通知がありました。 

・平成20年３月31日、川内原子力発電所における地質調査結果、基準地震

動Ssの策定結果、川内原子力発電所1号機における主要施設の評価結果に

関する中間報告をとりまとめ、国に提出いたしました。 

・中間報告後に、新潟県中越沖地震で得られた知見等を反映した詳細な評価

を行い、川内原子力発電所１，２号機の耐震安全性評価結果を取りまとめ、

本日、国に提出いたしました。 

 

２．新耐震指針に照らした耐震安全性評価の内容 
・耐震安全性評価の検討に先立ち、新耐震指針に照らした地質調査を実施し、この調査結果を用いて基準

地震動Ssの策定を行い、建物・構築物や機器・配管系の耐震安全性評価を順次実施するとともに、あわ

せて地震随伴事象について検討を行いました。 

・新耐震指針に照らした耐震安全性評価の流れは、下図に示すとおりであり、新潟県中越沖地震の知見に

よる反映すべき事項も踏まえ、評価を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．耐震安全性評価の概要 

Ａ－１ 地質調査の概要 
・新耐震指針を先取りし、平成18年8月から、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査等

を適切に組み合わせた詳細な調査を徹底して実施しました。 

・実施した主な調査項目は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海域調査

陸域調査

地表地質調査 

やぐら 
ボーリング 
機械

ケーシング 
パイプ 

ロッド 

ビット コアチューブ 

堆積層 

ボーリング調査 

地震計

震源車

堆積層

基盤岩

反射波反射波

反射法地震探査

地表で与えた振動の伝わり方を調べる
ことにより、地下の地質状況がわかる 

警戒船

海底 

音源
交通船 

受振器

探査船

音波

堆積層 

基盤岩 

音波の伝わり方を調べることにより、
海底面下の地質状況がわかる 

海上音波探査 海上ボーリング調査 

海上ボーリング実施状況イメージ図 

【報告のポイント】 

① 新耐震指針に照らした各種地質調査（変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査等）を実施し、従来より保守的に活断層を評価

② 活断層評価結果に基づく基準地震動Ssは、応答スペクトル法や断層モデルを用いた手法により保守的に策定 

③ 基準地震動Ssを用いて、安全上重要な建物・構築物や機器・配管系等について評価を実施し、耐震安全性が確保されていることを確認 

平成20年12月22日

九州電力株式会社

文献調査 ・ 活断層・地質等に関する文献調査 

陸域調査 

 

・ 変動地形学的調査 

・ 地表地質調査 

・ ボーリング調査 

・ 反射法地震探査 

海域調査 
・ 海上音波探査 

・ 海上ボーリング調査 

 

 

：中間報告後、再評価し報告する項目 
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Ｂ．基準地震動Ssの策定  

敷地ごとに震源を特定して 
策定する地震動  

検討用地震の選定  

震源を特定せず 
策定する地震動  

応答スペクトルに 
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断層モデルを用いた 
手法による地震動評価  
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Ｃ．施設等の耐震安全性評価  

耐
震
重
要
度
分
類  

安全上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価※ 

地震随伴事象に対する考慮 
（周辺斜面の安定性）  

地震随伴事象に対する考慮 
（津波に対する安全性）  

安全上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価※ 

原子炉建屋基礎地盤の 
安定性評価  

屋外重要土木構造物の
耐震安全性評価  

※）中間報告で川内1号機の概略評価を一部報告 

中間報告範囲 

最終報告範囲



 

Ａ－２ 活断層の評価【中間報告書で報告済】 

・活断層評価に当たっては、既存の調査結果及び今回の調査結果を基に「新耐震指針」及び「中越沖反

映指示」等における活断層評価の考え方や趣旨を踏まえ、保守的に評価を行いました。 

なお、中間報告書において評価した活断層及び断層長さに変更はありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ｂ 基準地震動Ssの策定【中間報告書で報告済（今回、一部検討を追加）】 
 

（１） 敷地に最も大きな影響を及ぼす「検討用地震」の選定 
・活断層調査結果や既往の研究成果を踏まえ、検討用地震を選定する際には保守的な評価を行いました。

具体的には、地表に少しでも活断層が確認された場合は、地下にM6.8相当の地震を起こす活断層が伏

在するものとして評価しました。 

・耐震設計上考慮する活断層を比較検討した結果、「五反田川断層による地震」、「Ｆ－Ａ断層による地

震」、「Ｆ－Ｃ断層による地震」が敷地への影響が大きいことから、これらを検討用地震としました。 

 

（２） 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 
ａ．応答スペクトルに基づく地震動評価 

・選定した検討用地震について、応答スペクトルに基づく評価を実施しました。 

・評価に当たっては、アスペリティ※２の位置を発電所敷地に近づけるなど、不確かさについても考慮

しました。 

 

ｂ．断層モデルを用いた手法による地震動評価 

・震源が敷地に近く、破壊過程が地震動に大きな影響を与えると考えられる地震については、断層モデ

ルを用いた手法を重視し、より詳細な検討を行うこととし、以下の検討を行いました。 

・応答スペクトルに基づく地震動評価と同様に、アスペリティ※２の位置の不確かさを考慮して発電所

敷地に近づけるなどの厳しい条件についても評価を実施しました。 

・新潟県中越沖地震の知見を踏まえ、今回、追加検討を実施しました。 

 

（３） 震源を特定せず策定する地震動 

・敷地周辺における震源を事前に特定できな

い地震の最大規模について、地域性などの

検討によって妥当性を検証した上で、加藤

ほか（2004）により提案されている応答

スペクトルを「震源を特定せず策定する地

震動」として設定しました。 

・上記においては、1997年鹿児島県北西部

地震も考慮しました。 

 

（４） 基準地震動Ssの策定のまとめ 

・応答スペクトルに基づく地震動評価結果に、

さらに余裕を考慮して「基準地震動Ss-1」

（540ガル）を設定しました。 

・断層モデルを用いた手法による地震動評価

結果は、いずれも「基準地震動Ss-1」を上

回るものとはならないことから、基準地震

動Ssは「基準地震動Ss-1」で代表させる

こととしました。 

・「震源を特定せず策定する地震動」は、

「基準地震動Ss-1」に全ての周期帯で包絡

されたため、「基準地震動Ss-1」で代表さ

せることとしました（図Ｂ－①、②）。 

 

 

※１）孤立した長さの短い活断層については、Ｍ6.8と評価 
(注) F-A断層とF-B断層については、安全評価上、仮に一連で活動する場合の評価も実施 

 断層名 
断層長さ 
Ｌ 

マグニチュード 
Ｍ 

①五反田川断層 19㎞ 6.9 

②辻の堂断層 12㎞ 6.8※１ 

③出水断層系 23㎞ 7.1 

④長島断層群 

⑤長島西断層 
20㎞ 7.0 

⑥笠山周辺断層群 

陸 
 

域 

⑦水俣南断層群 
32㎞ 7.3 

 断層名 
断層長さ
Ｌ 

マグニチュード
Ｍ 

⑧Ｆ－Ａ断層 18㎞ 6.9 

⑨Ｆ－Ｂ断層 15㎞ 6.8 

⑩Ｆ－Ｃ断層 16㎞ 6.8 

⑪Ｆ－Ｄ断層 10㎞ 6.8※１ 

⑫Ｆ－Ｅ断層  9㎞ 6.8※１ 

海 
 

域 

⑬Ｆ－Ｆ断層 18㎞ 6.9 

※２）アスペリティ：震源域のうち地震時に特に大きな揺れを発生させる場所 

⑨Ｆ－Ｂ 

⑧Ｆ－Ａ

⑩Ｆ－Ｃ 

⑪Ｆ－Ｄ 

①五反田川断層

②辻の堂 
 断層 

⑫Ｆ－Ｅ 

⑬Ｆ－Ｆ 

30㎞
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③出水断層系
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図Ｂ－① 基準地震動Ssの応答スペクトル（水平動） 
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図Ｂ－② 基準地震動Ssの加速度波形（水平動） 
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Ｃ 施設等の耐震安全性評価 
 

Ｃ－１ 安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価 
 

・川内原子力発電所１，２号機の安全上重要な建物・構築物の耐震安全性の評価に当たっては、建屋全

体の健全性を確認する観点から、基準地震動Ssを用いた地震応答解析の結果による耐震壁のせん断ひ

ずみにより評価しました。 

・具体的には、建物・構築物や地盤の特性を適切に表現できるモデルを設定（図Ｃ－①）し、基準地震

動Ｓｓを用いた地震応答解析を実施し、耐震壁のせん断ひずみの値を算出しました。評価としては、

解析結果のせん断ひずみが評価基準値2.0×10-3を超えていないことを確認しました（表Ｃ－①）。 

・評価の結果、各施設の耐震壁の最大せん断ひずみは評価基準値を満足しており、耐震安全性が確保さ

れていることを確認しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

Ｃ－３ 原子炉建屋基礎地盤・周辺斜面の安定性評価 

 

Ｃ－４ 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価 

・川内原子力発電所１，２号機の耐震重要度

分類Ｓクラスの機器・配管系を支持してい

る屋外重要土木構造物（原子炉補機冷却海

水系の取水ピット（海水ポンプ基礎）及び

海水管ダクト）について、基準地震動Ｓｓ

による地震応答解析等を実施した結果、せ

ん断力は、評価基準値を満足しており、耐

震安全性に問題ないことを確認しました

（表Ｃ－④）。 

 

Ｃ－５ 津波に対する安全性評価 

・川内原子力発電所周辺の海域において想定

される地震に伴う津波の数値シミュレー

ションを実施した結果、その中で最も大き

い津波を想定しても、敷地高さを上回るこ

とがなく、安全性に問題がないことを確認

しました。また、津波により水位が低下し

た場合についても、原子炉補機冷却海水設

備へ取水ができ、安全性に問題がないこと

を確認しました（表Ｃ－⑤）。 

・川内原子力発電所１、２号機の安全上

重要な機能を有する耐震重要度分類Ｓ

クラスの設備について、耐震安全性評

価を実施しました。評価に当たって

は、基準地震動Ｓｓによる発生値（発

生応力、制御棒にあっては挿入時間）

を算出し、評価基準値と比較すること

によって構造強度評価、動的機能維持

評価を行いました。 

 ここで、評価基準値とは、構造強度

評価の場合は材料毎に定められた許

容応力等、動的機能維持評価（制御

棒の挿入性）の場合は安全評価の解

析条件等を踏まえて設定された規定

時間のことを言います。 

・評価の結果、各設備の発生値は評価基

準値を満足しており、耐震安全性が

確保されていることを確認しました。 

 

Ｃ－2 安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価

表Ｃ－① 建物・構築物の耐震安全性評価結果 

対 象 施 設 対象部位 
最大せん断 

ひずみ 
評価基準値 結果 

原子炉建屋※３ 0.29×10-3 

原子炉補助建屋※３ 0.28×10-3 

燃料取扱建屋 0.03×10-3 

ディーゼル建屋 0.20×10-3 

１
号
機 

主蒸気管室建屋 

耐震壁 

0.16×10-3 

2.0×10-3 良 

原子炉建屋 0.28×10-3 

原子炉補助建屋 0.26×10-3 

燃料取扱建屋 0.06×10-3 

ディーゼル建屋 0.21×10-3 

２
号
機 

主蒸気管室建屋 

耐震壁 

0.14×10-3 

2.0×10-3 良 

※３） 中間報告で報告済み 

・川内原子力発電所１，２号機の原子炉建屋

基礎地盤及び周辺斜面について、基準地震

動Ｓｓによる地震応答解析等を実施した結

果、すべり安全率は、評価基準値を上回っ

ており、安定性に問題ないことを確認しま

した（表Ｃ－③）。 

表Ｃ－③ 原子炉建屋基礎地盤・周辺斜面の安定性評価 

 すべり安全率 評価基準値 結果

原子炉建屋基礎地盤 2.7 1.5 

周辺斜面 1.6 1.2  
良

下表（表Ｃ－②）に、川内原子力発電所１，２号機耐震重要度分類Ｓクラス設備のうち、原子炉

を「止める」、「冷やす」、放射性物質を「閉じ込める」の安全上重要な機能を有する主要設備の

評価結果例を示します。 

 

 

表Ｃ－④ 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価 

設 備 
せん断力 

（kN） 

評価基準値

（kN） 
結果

取水ピット（海水ポンプ基礎）   511    530 

1号機海水管ダクト 1,225  1,514  

2号機海水管ダクト 1,058  1,117  

良 

表Ｃ－⑤ 津波に対する安全性評価 

 水位（ｍ） 評価基準値（ｍ） 結果

上昇側水位 T.P.+3.7程度
T.P.+13.0 
（敷地高さ） 

下降側水位 T.P.-3.7程度
T.P.-6.0 

（取水口敷高）

良 

（注）T.P. :東京湾平均海面 

以 上 

図Ｃ－① 地震応答解析モデル概要図 

  （2号機原子炉建屋の例） 

 

制御棒挿入性 

蒸気発生器 

原子炉容器 

原子炉補助建屋 原子炉建屋 

（原子炉格納容器） 

１次冷却材管

炉内構造物 

余熱除去配管 

余熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ 

１次冷却材 
ポンプ 

表Ｃ－② 安全上重要な機能を有する主要設備の評価結果 

発生値 
評価基準値 
（許容値） 区 分 設  備 評価部位 単  位 

１号 ２号 １号 ２号 
結果

炉内構造物 ラジアルサポート 膜応力＋曲げ応力 (MPa) 189 241 372 372 
止める

制御棒挿入性 － 時  間 (秒) 1.86 1.88 2.2 2.2 

蒸気発生器 給水入口管台 膜応力＋曲げ応力 (MPa) 228 209 413 413 

１次冷却材管 充てん管台 膜応力＋曲げ応力 (MPa) 158 158 383 383 

余熱除去ポンプ 基礎ボルト せん断応力 (MPa) 25 24 160 160 
冷やす

余熱除去設備配管 配  管 一次応力 (MPa) 162 105 401 342 

原子炉容器 出口管台 膜応力＋曲げ応力 (MPa) 243 242 422 422 閉じ 
込める 原子炉格納容器本体 胴 座  屈 (－) 0.97 0.98 1.00 1.00 

良 
 

原子炉格納容器(C/V)

内部コンクリート
(I/C)

KR

12

13

14

8

9

10

11

7

6

外部しゃへい建屋(O/S)

EL.73.17m
EL.71.25m
EL.68.44m
EL.66.73m
EL.65.11m

EL.60.50m

EL.52.00m

EL.42.00m

EL.32.00m

EL.22.00m

EL.12.00m

EL.7.00m

EL.2.00m

EL.-2.00m

EL.74.27m

14

40

1

7

6
5
4
3
2

8

9

10

13

11

12

5
4

3
2

1

41

EL.19.00m

EL.-2.50m

EL.4.70m

EL.13.00m

EL.22.500m

EL.12.500m
EL.10.038m

EL.4.100m

EL.16.448m

EL.19.364m

EL.-10.63m

蒸気発生器
(S/G)

42

50

16

17

18

15

16

18

58

55
54
53
52

51 50

39

36

K1

K2

K3

K4

15

EL.-18.50m

：質量のない節点

EL.1.44m 17
60
17

EL.4.946m
EL.6.700m

57
56

51

52
53
54

55
56
57

KS

EL.14.498m

EL.-9.40m

EL.16.700m

EL.51.789m

EL.71.800m

EL.44.400m

EL.37.100m

EL.68.500m

EL.-2.800m

EL.30.300m

EL.6.600m

EL.23.500m

EL.61.280m

30

27

26

25

24

29

28

31

32

33

25

26

27

30

31

33

28

29

32

24

KH

KH

内部コンクリート

原子炉格納容器(C/V)

外部しゃへい建屋(Ｏ/Ｓ)

(S/G)

(I/C)

蒸気発生器

外部しゃへい建屋     原子炉格納容器 


